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令和７年度事業報告書 

 

Ⅰ 公益目的事業の実施状況 

１ 国家試験・免許登録事業 

（１）試験事業 

ア 試験委員会開催 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律に基づき、方針決定・出題

依頼会議を令和 7年 7 月 3 日に開催し、第 34 回あん摩マッサージ指圧師、はり師及びき

ゅう師国家試験の実施計画を定めた。 

以降、問題選定会議、問題決定会議、問題検閲会議及び問題校正会議を開催し、国家試

験問題を作成した。 

国家試験終了後には、問題審査・合否（案）決定会議を開催し、不適切問題の有無等に

ついて検証を行った。 

   

  イ 国家試験の官報公告 

    令和 7年 9月 1 日第 34 回「あん摩マッサージ指圧師国家試験の施行」「はり師国家試

験の施行」「きゅう師国家試験の施行」が厚生労働大臣名で公告された。 

 

  ウ 国家試験実施日 

令和 8年 2 月 21 日（土） あん摩マッサージ指圧師国家試験 

  令和 8年 2月 22 日（日） はり師、きゅう師国家試験 

     

  エ 試験地 

  晴眼者試験会場 

   あん摩マッサージ指圧師･･･宮城県、東京都、愛知県、大阪府、香川県、鹿児島県 

はり師、きゅう師･････････北海道、宮城県、東京都、新潟県、愛知県、大阪府、 

広島県、香川県、福岡県、鹿児島県、沖縄県 

    視覚障害者試験会場 

あん摩マッサージ指圧師･･･福島県、富山県、岐阜県、鳥取県、大分県を除く都道 

府県 43 会場 

はり師、きゅう師･････････岩手県、秋田県、福島県、富山県、石川県、福井県、 

鳥取県、大分県を除く都道府県 40 会場 

  オ 試験方法 

筆記試験・点字試験、いずれも客観式四肢択一で実施 

 

カ 合格発表 

  令和 8年 3月 26 日（木）14 時に、厚生労働省及び財団のホームページにおいて、合格

者の受験地、受験番号（音声対応）を公表した。なお、同時に正答肢も厚生労働省及び

財団のホームページにおいて公表した。 



キ 試験の結果 

試験種類 
受験者数 合格者数 合格率 

今年度 前年度 今年度 前年度 今年度 前年度 

あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ 

指圧師 
1,070 人 1,160 人 910 人 1,011 人 85.0％ 87.2％ 

はり師 3,920 人 4,150 人 2,634 人 3,066 人 67.2％ 73.9％ 

きゅう師 3,858 人 4,094 人 2,720 人 3,068 人 70.5％ 74.9％ 

 

（２）免許登録事業 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第 3条の 3の登録及び免許

証の交付等を次のとおり行った。 

資格種類 
名簿登録 

名簿訂正・免許証

書換え 
再交付 消除 

今年度 前年度 今年度 前年度 今年度 前年度 今年度 前年度 

あん摩ﾏｯｻｰｼﾞ 

指圧師 
990 人 962 人 313 人 266 人 128 人 118 人 39 人 36 人 

はり師 3,020 人 2,953 人 759 人 694 人 179 人 173 人 37 人 36 人 

きゅう師 3,014 人 2,944 人 750 人 691 人 172 人 175 人 37 人 36 人 

 

（３）厚生労働大臣免許保有証の発行 1,187 枚（前年度 431 枚） 

 

（４）免許証英訳文証明書の発行 64 枚（前年度 60 枚） 

 

２ 生涯研修事業 

財団が定めた研修課程(単位)に基づき生涯研修を実施する関係団体と連携又は共催して

生涯研修を実施し、一年間で２５単位以上を履修した者に対し生涯研修修了証書を交付し

た。また、生涯研修修了証書を８年間で５回取得した者に対し理事長表彰状を交付した。 

 

（１）関係団体が実施する生涯研修の実施計画を承認した数 

 延べ 71 団体（前年度 延べ 70 団体） 

理事長表彰者数（令和 7 年 10 月表彰） 

6 回目表彰者数        1 人（前年度 0人） 

5 回目表彰者数        5 人（前年度 10 人） 

4 回目表彰者数            10 人（前年度 4人） 

3 回目表彰者数            10 人（前年度 24 人） 

2 回目表彰者数      23 人（前年度 17 人） 

1 回目表彰者数      16 人（前年度 20 人） 

計          65 人（前年度 75 人） 



 

（２）財団共催の生涯研修会の実施 

財団が作成した「財団共催の生涯研修指定教材（CD）」に沿って、関係団体と財団が共

催で実施する生涯研修会を全国 8ヶ所で開催した。 

 

（３）生涯研修検討委員会の開催 

生涯研修検討委員会を令和 7 年 11 月 19 日に開催し、生涯研修の実施状況等について

報告し、意見交換を行った。なお、生涯研修実施作業部会については、見直す事項等がな

かったことから開催しなかった。 

 

（４）施術管理者研修の実施 

次のとおり施術管理者研修を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）施術管理者研修実施委員会の開催 

施術管理者研修実施委員会を令和 7年 10 月 21 日に開催し、施術管理者研修の実施 

状況等の報告、令和 8年度の実施計画等ついて了承を得た。 

 

３ 理事会及び評議員会の開催 

令和 7年度第 1回理事会（令和 7年 5月 21 日） 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  令和 6年度事業報告書（案）及び収支決算書（案） 

報告事項  令和 6年度第 2回理事会以降の理事長・常務理事の職務執行状況、 

第 33 回国家試験結果概要、財団共催生涯研修実施状況、あはき師免許 

の行政処分について、令和 7年度委員会等開催予定 

回 数 開催日 会 場 修了者数 

第 49 回 令和 7 年 4 月 12、13 日 東京会場(ｵﾝﾗｲﾝのみ)   314 人 

第 50 回 令和 7 年 5 月 17、18 日 東京会場   276 人 

第 51 回 令和 7 年 6 月 21、22 日 大阪会場   234 人 

第 52 回 令和 7 年 7 月 26、27 日 東京会場   279 人 

第 53 回 令和 7 年 9 月 6、7 日 東京会場   260 人 

第 54 回 令和 7 年 10 月 4、5 日 東京会場(ｵﾝﾗｲﾝのみ)   163 人 

第 55 回 令和 7 年 11 月 15、16 日 東京会場   218 人 

第 56 回 令和 7 年 12 月 13、14 日 大阪会場   194 人 

第 57 回 令和 8 年 1 月 17、18 日 東京会場   198 人 

第 58 回 令和 8 年 2 月 14、15 日 東京会場(ｵﾝﾗｲﾝのみ)   209 人 

第 59 回 令和 8 年 3 月 14、15 日 東京会場   238 人 

   合 計（１１回） 2,583 人 



令和 7年度定時評議員会（令和 7 年 6月 19 日） 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  令和 6年度事業報告書（案）及び収支決算書（案） 

報告事項  第 33 回国家試験結果概要、あはき師免許登録者数について、あはき師免許

の行政処分について、厚生労働大臣免許保有証について、国家資格等のオン

ライン化について、令和 7年度委員会等開催予定 

    

令和 7年度第 2回理事会（令和 8年 1月 22 日） 

開催場所  公益財団法人東洋療法研修試験財団 会議室 

決議事項  令和 8年度事業計画書（案）及び収支予算書（案） 

      職員給与規程の一部改正（案）について 

      定時評議員会の日時及び場所並びに目的である事項について 

報告事項  令和 7 年度第 1回理事会以降の理事長・常務理事の職務執行状況、第 34 回

国家試験出願状況、国家資格のオンライン・デジタル化について、医師等国

家試験受験手続等のオンライン化について、令和 8年度委員会等開催予定 

 

Ⅱ 法人の運営体制の充実を図るための取組み 

外部専門家の活用 

適切な運営体制の確保のため、公益法人の実務に精通し、かつ組織のガバナンスに対す

る知識を有する専門家の知見を活用している。 

 

（具体的な取組み内容） 

１ 公認会計士（税理士資格も有する）と顧問契約を締結し、内部統制（承認フロー、 

権限管理など）にかかる会計ガバナンス上の改善提言を受けるとともに、公益法人会

計に基づく日常の会計処理及び適正な財務諸表等の作成について、助言をいただいて

いる。 

２ 企業法務に精通した弁護士と顧問契約を締結し、事業運営全般にわたるコンプライ

アンスについて確認いただき、法的リスクを最小限に抑えている。 

３ 社会保険労務士法人と顧問契約を締結し、労務管理において適切な助言を受けるこ

とで、労務リスクの低減に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和７年度事業報告 

 

令和７年度事業報告には、「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので、「一

般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第 3項に規定する附属明細書は作

成しない。 

 

 

令和 8年 5月 

公益財団法人 東洋療法研修試験財団 


